
我が国の目標と
環境省からのZEB情報発信について

令和４年11月

環境省 地球環境局 地球温暖化対策事業室



１．我が国の目標
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我が国の2050年カーボンニュートラル宣言・新たな2030年度目標

◼2020年10月26日、第203回臨時国会において、「2050年カーボンニュー

トラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが宣言された。

◼2021年4月22日、地球温暖化対策推進本部及び米国主催気候サミットに

おいて、2030年度に温室効果ガスを2013年度から46％削減することを

目指すこと、さらに50％の高みに向け挑戦を続けること等を発言。

【第203回国会における所信表明演説】（2020年10月26日）＜抜粋＞

➢ 菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリーン社会の実現に最大限注力して参ります。我が国

は、2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社

会の実現を目指すことを、ここに宣言いたします。

【米国主催気候サミットにおけるスピーチ】（2021年4月22日）＜抜粋＞

➢ 地球規模の課題の解決に、我が国としても大きく踏み出します。2050年カーボンニュートラルと整合的で、野心的な目

標として、我が国は、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指します。さらに、

50％の高みに向け、挑戦を続けてまいります。
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（出典）「2019年度の温室効果ガス排出量（確報値）」及び「地球温暖化対策計画」から作成
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14.08億t

2050年までに

排出実質ゼロ

2013年度比 46%減
さらに 50％の高み

に向けて挑戦を続ける

社会変革実現のための長期戦略と温対計画の改定
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⚫ 10年後の46％削減、その先のカーボンニュートラルの実現を目指す

⚫ 社会変革の道しるべとして、長期戦略と温対計画を全面的に見直し
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地球温暖化の現状

＜過去65万年もの間、 CO2はこの水準を超えることはなかった＞

現在のレベル

1950年の
レベル

（出所）アメリカ航空宇宙局（NASA）ホームページ（ https://climate.nasa.gov/evidence/ ）より環境省一部加工

◼産業革命以降、大気中のCO2の平均濃度は急上昇。
◼経済活動等を通じた人為起源のCO2排出量の急増が主因とされ、
これに伴い世界の平均気温も上昇傾向にある。

https://climate.nasa.gov/evidence/
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日本における猛暑日の年間日数

猛暑日（最高気温が35℃以上の日）が増加

※棒グラフ（緑）は各年の年間日数を示す（全国13地点における平均で1地点あたりの値）。太線（青）は5年移動平均値、
直線（赤）は長期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）を示す。

＜全国の猛暑日の年間日数の経年変化（1910～2020年）＞

出典：気象庁ウェブサイト「大雨や猛暑日など（極端現象）の長期変化」
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地球温暖化の要因

➪「人間活動の影響」とは

化石燃料（石油・石炭等）の燃焼や

森林等の伐採によってCO2などの

「温室効果ガス」が増えてしまっていること

地球温暖化は

人間活動の影響が主な要因である

可能性が極めて高い（95％の可能性）
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近年の大雨や台風による激甚な風水害

今後、気候変動により大雨や台風のリスク増加の懸念
激甚化する災害に、今から備える必要

令和元年台風19号
（ひまわり８号赤外画像、気象庁提供）

平成30年 台風21号

非常に強い勢力で四国・関西地域に上陸
大阪府田尻町関空島（関西空港）では最大風速46.5メートル
大阪府大阪市で最高潮位 329cm

広島県広島市安佐北区

気象庁「今回の豪雨には、地球温暖化に伴う水蒸気量の増加の寄与もあったと考えられる。」
（地球温暖化により雨量が約6.7%増加（気象研 川瀬ら 2019））

平成30年7月豪雨

H30台風21号
大阪府咲洲庁舎周辺の車両被害

令和元年 台風19号

大型で強い勢力で関東地域に上陸
東京都江戸川臨海ででは最大瞬間風速43.8メートル
箱根町では、総雨量が1000ミリを超える

令和元年 台風15号

強い勢力で東京湾を進み、千葉県に上陸
千葉県千葉市 最大風速35.9メートル 最大瞬間風速57.5メートル

令和2年 7月豪雨

活発な梅雨前線が長期間停滞し、西日本から東日本
の広い範囲で記録的な大雨

令和２年7月豪雨
大分県日田市の流された橋

※ 平成30年7月豪雨を除き、これらの災害への気候変動の寄与を定量的に示す報告は現時点では無いが、気候変動により将来強い台風の割合が増加する等の予測がある

令和3年 8月豪雨

全国各地の広範囲で記録的な大雨
交通機関が運休、高速道路や国道の通行止めなどが
相次いで発生
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地球温暖化対策計画の改定（令和3年10月22日閣議決定）

◼ 地球温暖化対策推進法に基づく政府の総合計画

温室効果ガス排出量
・吸収量

（単位：億t-CO2）

2013排出実績 2030排出量 削減率 従来目標

14.08 7.60 ▲46％ ▲26％

エネルギー起源CO2 12.35 6.77 ▲45％ ▲25％

部
門
別

産業 4.63 2.89 ▲38％ ▲７％

業務その他 2.38 1.16 ▲51％ ▲40％

家庭 2.08 0.70 ▲66％ ▲39％

運輸 2.24 1.46 ▲35％ ▲27％

エネルギー転換 1.06 0.56 ▲47％ ▲27％

非エネルギー起源CO2、メタン、N2Ｏ 1.34 1.15 ▲14％ ▲８％

HFC等４ガス（フロン類） 0.39 0.22 ▲44％ ▲25％

吸収源 - ▲0.48 - (▲0.37億t-CO2)

二国間クレジット制度（JCM）
官民連携で2030年度までの累積で１億t-CO2程度の国際的な排出削減・
吸収量を目指す。我が国として獲得したクレジットを我が国のNDC達成のため
に適切にカウントする。

-

「2050年カーボンニュートラル」宣言、2030年度46％削減目標※等の実現に向け、計画を改定。
※我が国の中期目標として、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減することを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。
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地球温暖化対策計画の改定（令和3年10月22日閣議決定）

※ 地球温暖化対策計画（令和3年10月22日閣議決定）P18 より
http://www.env.go.jp/earth/211022/mat01.pdf

我が国の部門別の二酸化炭素排出量のうち、業務その他部門（建築物含む）の占める割合は17.4％※

⇒ これについて、改正地球温暖化対策計画では、以下のように記載

『業務その他部門における2019年度の二酸化炭素排出量は、１億9,300万t-CO2であり、2013年度

比で18.8％減少している。・・・一方、2030年度目標の達成に向け、同部門の排出量を2013年
度比で約51％削減する必要があり、地球温暖化対策推進法による温室効果ガス排出削減対策、

省エネ法に基づく措置や低炭素社会実行計画に基づく対策の着実な推進等を通じて排出削減を図る。』

建築物の省エネルギー化のさらなる推進が必要

http://www.env.go.jp/earth/211022/mat01.pdf
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2050年カーボンニュートラルに向けて、中期的には2030年、長期的には2050年を見据えた住宅・建築物

におけるハード・ソフト両面の取組と施策の立案の方向性を関係者に幅広く議論いただくことを目的として、

国土交通省、経済産業省、環境省が連携して、有識者や実務者等から構成する検討会を設置。

＜主なテーマ＞

【家庭・業務部門】

○住宅・建築物における省エネ対策の強化について

・中・長期的に目指すべき住宅・建築物の姿

・住宅・建築物における省エネ性能を確保するための規制的措置のあり方・進め方

・より高い省エネ性能を実現するための誘導的措置のあり方

・既存ストック対策としての省エネ改修のあり方・進め方

【エネルギー転換部門】

○再エネ・未利用エネルギーの利用拡大に向けた住宅・建築物分野における取組について

・太陽光発電等の導入拡大に向けた取組

・新築住宅等への太陽光パネル設置義務化などの制度的対応のあり方

○第1回検討会：立ち上げ、現状報告、論点の確認 （令和3年4月19日）

○第2回検討会：関係団体へのヒアリング （令和３年４月28日）

○第3回検討会：進め方の方向性（たたき台） （令和３年5月19日）

○第4回検討会：あり方・進め方（素案） （令和３年6月3日）

○第5回検討会：あり方・進め方（案） （令和３年7月20日）

〇第6回検討会：あり方・進め方（案） （令和３年8月10日）

検討会の目的・主な論点

検討スケジュール

「脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会」について

今年春から全６回開催。
令和３年８月23日に
とりまとめ結果を公表
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住宅・建築物のあり方検討会の結果を踏まえた温対計画

住宅・建築物のあり方検討会のとりまとめを踏まえ、改正地球温暖化対策計画でも以下の様に記載。

➢ 2050年のカーボンニュートラル実現の姿を見据えつつ、2030年に目指すべき建築物の姿としては、

（中略）新築される建築物についてはZEB基準の水準の省エネルギー性能が確保されてい

ることを目指す

➢ 今後、早期に建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対象外である小規模建

築物の省エネルギー基準への適合を2025年度までに義務化。誘導基準の引上げや、省エ

ネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度までに実施。

➢ 規制強化のみならず、公共建築物における率先した取組を図る 等

○ 地球温暖化対策計画 P37（抄）
➢ 2050年のカーボンニュートラル実現の姿を見据えつつ、2030年に目指すべき建築物の姿としては、 現在、技術的かつ経済的に利用可能な技術を最
大限活用し、新築される建築物についてはZEB基準の水準の省エネルギー性能が確保されていることを目指す。

➢ 建築物の省エネルギー対策の強化を図るため、今後、早期に建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号。以下「建築物
省エネ法」という。）における規制措置を強化する。具体的には、建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対象外である小規模建築物の
省エネルギー基準への適合を2025年度までに義務化するとともに、2030年度以降新築される建築物についてZEB基準の水準の省エネルギー性能の
確保を目指し、整合的な誘導基準の引上げや、省エネルギー基準の段階的な水準の引上げを遅くとも2030年度までに実施する。

➢ あわせて、建築物に導入される機器・建材の性能向上と普及を図るため、機器・建材トップランナー制度の強化を図る。この際、レジリエンス性を確保する観
点から、多様なエネルギー源を利用する機器が必要であることに留意しつつ、給湯器等の省エネルギー性能の向上を図っていく。

➢ 加えて、規制強化のみならず、公共建築物における率先した取組を図るほか、ZEBの実証や更なる普及拡大に向けた支援等を講じていく。
➢ さらに、既存建築物の改修・建替の支援や省エネルギー性能表示などの省エネルギー対策を総合的に促進する。



２．環境省からのZEB情報発信



参考：R５概算要求時
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ZEB PORTALの設置

◆平成30年10月、ZEBの情報発信を目的としてZEB PORTALサイトを開設。
http://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html

◆ZEBに関する情報を省庁横断的に公開。
ZEBポータルサイトのQRコードはこちら

http://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html
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ZEBポータルの紹介

ZEBに関する基礎情報収集には環境省ZEBポータルをご活用ください！

環境省ZEBポータルで調べられる情報（一例）

ZEBとは？について ZEB化事例 補助金情報 イベント情報

イベント情報では、セミナー・施設見学会・意見交換会などの情報を公開しています。
定期的にご確認ください！

イベント情報が
確認できます。



17

ZEBの実現に向けた技術

ZEBの一層の普及促進のため、”ZEB Ready”実現のための設計手法、コスト、便益等に関する情報をとりま
とめた「設計ガイドライン」及び「パンフレット」が整備されている。

https://sii.or.jp/zeb/zeb_guideline.html

https://sii.or.jp/zeb/zeb_guideline.html
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ZEBプランナー／ZEBリーディング・オーナー登録制度（2017年４月より開始）

◼ ZEBの案件形成を促進するため、ZEB等の知見を有する設計会社、設計施工会社、コンサルティング企業等を
「ZEBプランナー」として登録し、ZEBの相談窓口を広く公表。

◼ ZEBの普及のため、ZEBの実事例又はZEBの建築に係る具体的な計画等を有する建物オーナーを「ZEBリー
ディング・オーナー」として登録し、ZEBの建築事例を公表。

ZEBプランナーが関与した
事業等に補助金を交付

『ZEB』
「Nearly ZEB」
「ZEB Ready」

補助事業の一環として登録

• CSRとして情報発信
• 先進事例としてPR

設計会社

建物オーナー

ZEBのつくり方？

設計施工
会社

コンサルティング
企業等

「ZEBプランナー」登録

支
援

相
談

ZEBの便益の
普及啓発

社会的評価の拡大による
計画的な取組の慫慂

ZEBの計画に係るリスク低減
(参照事例の増加)

※2022年11月時点
詳細は、URL先をご参照ください。

環境共創イニシアチブ（sii）ホームページ https://sii.or.jp/zeb03/

「ZEBリーディング・オーナー」登録

・ プランナー情報（業務範囲、対応エリア・建物用途等）
・ ZEB受注に向けた自主行動計画
・ ZEB等プランニング実績
・ ZEB相談窓口一覧

ZEBプランナー登録件数：383社
ZEBリーディング・オーナー登録件数：474事例

・ オーナー情報（企業、自治体等）
・ ZEBに関する取組目標
・ 導入実績、導入計画
・ 事例紹介（建物概要、導入設備、省エネ性能等）




